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ある第三海兵師団は東南アジア方面での対ゲリラ戦に備え、61 年 12 月には沖縄本島北部の山岳地
帯に対ゲリラ戦学校を設置。その後、ベトナム戦争に第三海兵師団が出撃した後も、海兵隊の補充
部隊は沖縄で対ゲリラ戦訓練を実施した後、ベトナムに出動するようになった。








































































　病に倒れた池田の後を受け、64 年 11 月に成立した佐藤内閣は、「沖縄の祖国復帰なくして日本
の戦後は終わらない」として、沖縄の本土への復帰を自らの政権課題に据え、アメリカとの交渉を
本格化させていく。






































































































































　1968 年２月以来、Ｂ－ 52 爆撃機がベトナム爆撃のために沖縄の嘉手納基地から飛び立つように
なり、米軍部は沖縄における基地の自由使用という魅力の喪失には強い抵抗を示した。一方、文官
サイドの内部では、より柔軟な対応もオプションの一つとして考慮されてはいたが、日本との返還









































あった佐藤も、1968 年末頃には「核抜き・本土並み」にその姿勢が固まっていく。同年 11 月の自
民党総裁公選で、三木や前尾といった総裁選の対立候補が「核抜き・本土並み」を主張したこと、
また「基地研」もそうした方向性を打ち出しつつあったことが影響していた。｢ 基地研 ｣ は 68 年
末から 69 年１月の日米京都会議にかけて、⑴日米両国政府は沖縄に関する包括的施政権返還の時









































































の認識も薄かった。11 月 20 日の第２回首脳会談の際、ニクソンが繊維問題での日本側の譲歩を求




































































































































































































































50）1969 年 11 月 21 日の佐藤・ニクソン共同声明及び同日のナショナルプレスクラブでの佐藤首相の演説は、細
谷千博他編『日米関係資料集 1945―97』（東京大学出版会、1999 年）786 〜９頁。
51）米軍の戦略態勢の変化や軍事技術の進歩等に伴い、当時、前進基地としての沖縄の軍事戦略的価値は低下し
つつあるとの見解が軍事専門家の間では出始めていた。その論旨は、①太平洋へのポラリス潜水艦の展開によ
って、沖縄に配備されている有翼ミサイルメ－スＢの価値は低下し、沖縄基地は、戦略的攻撃基地から局地制
限戦争用の基地へと変化した。よって米国が施政権を保有し続けなければならない必要性も低下したこと②米
国はベトナム戦争のため、台湾、フィリピンタイなどに戦略爆撃機Ｂ－ 52 の発信基地を、またダナンやカムラ
ンなどに補給基地を建設しており、それらが完成すれば縄基の後方支援基地の価稙も低下すること③ 1970 年代
に入ると米軍のＣ－５Ａ型超大型輸送機が実戦配備される予定で、米軍空輸部隊は沖縄を経由することなく、
米本国から直接極東の目的地に到着できるようになることなどであった。
52）Ｕ．アレクシス・ジョンソン，前掲書、133 頁。
53）マリウス・Ｂ・ジャンセン「日米関係の歴史的転換」、神谷不二・ジェラルド・Ｌ・カ－チス編著、前掲書、
156 頁。
54）神谷不二「70 年代日本の国際環境」、神谷不二・ジェラルド・Ｌ・カ－チス編、前掲書、156 頁。
